
九州大学における研究評価について 

 

 

九州大学については、平成１６年度に研究開発評価活動に関する意見交換を実施した。 

当該意見交換時に行われていた各種のマネジメントと評価は、引き続き活発に行われるととも

に、新たな評価も開始され、評価をマネジメントに積極的に活かしている。 

また、「三位一体の改革」や「ＱＵＥＳＴ－ＭＡＰ」の策定等、部局におけるマネジメントと

評価も積極的に推進している。 

 

 

１．九州大学の概要 

 

１－１ 基本理念 

九州大学では、日本国民のみならず、世界中の人々からも支持される高等教育を一層推進する

ために「九州大学教育憲章」を定め、また、より善き知の探求と創造・展開の拠点として、人類

と社会に真に貢献し得る研究活動を促進してゆくために「九州大学学術憲章」を定めている。（平

成 16 年度実例集を参照） 

 

１－２ 教育研究組織（資料１参照） 

 

１－３ 教員数（平成１９年５月１日現在） 

教授 ７３９名 

准教授 ６７０名 

講師 １０７名 

助教 ７１２名 

准助教 ４３名 

専任 ３名 

合計 ２，２７４名 

※ 学長・理事・監事は含まない。 

 

１－４ 学生数（平成１９年５月１日現在） 

学部 １１，８２２名 留学生内数 １４９名 

修士課程（博士前期） ３，７３８名 留学生内数 ３１１名 

博士課程（博士後期） ２，５５５名 留学生内数 ４３１名 

専門職学位課程 ５０７名 留学生内数  １４名 

合計 １８，６２２名 留学生内数 ９０５名 

 

１－５ 収入・支出（平成１８年度決算） 

収 入 （単位：百万円）

区  分 金 額 

運営費交付金 ５０，４４０ 

施設整備費補助金 ３，７１９ 

船舶建造費補助金 － 
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施設整備資金貸付金償還時補助金 － 

補助金等収入 ５２５ 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３，１３７ 

自己収入 ３８，０３３ 

授業料、入学料及び検定料収入 １０，８８０ 

附属病院収入 ２６，４５６ 

財産処分収入 １０１ 

雑収入 ５９５ 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １１，６９５ 

長期借入金 ２，１６５ 

貸付回収金 － 

承継剰余金 １０ 

旧法人承継積立金 － 

目的積立金取崩 ９５６ 

計 １１０，６８０ 

 

支 出 （単位：百万円）

区  分 金 額 

業務費 ６６，５８８ 

教育研究経費 ３６，７９９ 

診療経費 ２９，７８９ 

一般管理費 １１，５６９ 

施設整備費 ９，０２１ 

船舶建造費 － 

補助金等 ５２１ 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 １１，７０１ 

貸付金 － 

長期借入金償還金 ５，３５６ 

国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 ９９ 

計 １０４，８５６ 

 

科学研究費補助金・外部資金 （単位：百万円）

区  分 金 額 

科学研究費補助金（間接経費を含む。） ６，３２０

共同研究 １，６０５

受託研究 ６，４０３

寄附金 ２，３２２

その他の産学連携等研究収入 ４０９

計 １７，０５９

 

 

２． マネジメント体制 

 

九州大学は、大学における、①今後の学術研究の将来戦略の策定、②ＣＯＥ研究として相応し

い多様な研究グループの組織化の推進、③全学的視野に立った研究所や学内共同教育研究施設等

の研究組織のあり方等の検討を行うため、総長を機構長とする部局俯瞰型の高等研究機構を設置

している。（資料２参照） 

高等研究機構は、設置直後は、研究戦略委員会及びリサーチコアにより構成されていたが、組

織の新設・改編・拡充等により、平成１９年度より、研究戦略委員会とリサーチコアに加え、研

究戦略企画室、若手研究者養成部門、大型研究プロジェクトの拠点及び女性研究者支援室により

構成されており、総長直轄による戦略的・機動的な研究推進体制を築いている。 
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研究戦略委員会は、研究担当理事を委員長とし、部局長クラスで総長が指名する者が委員を務

めているほか、学外から２～３名を委員として任命しており、九州大学の長期的な研究戦略につ

いて審議している。 

研究戦略企画室は、研究担当理事を室長とし、活発な研究活動を行っている教員が室員を務め、

また、知的財産本部の教員から１名、事務部門から、企画部長、企画課長、研究戦略課長、人事

課長、財務企画課長及び学部企画課長が室員として参画しており、主として、学内及び学外にお

ける研究戦略にかかる各種情報を収集し、研究戦略委員会等への情報提供を行う等、大学の戦略

的研究企画を機動的・積極的に推進するための支援を行っている。 

 

 

３．評価体制 

 

九州大学では、主として、前述の研究戦略委員会が、リサーチコアをはじめとする研究プロジ

ェクトの審査・評価を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．大学として実施されている評価 

 

九州大学では、活発に研究マネジメントが行われており、それに伴う各種の研究プロジェクト

があり、それぞれに評価が行われている。 

前回の意見交換時に実施されていた以下の研究プロジェクト等については、引き続き、積極的

な評価とマネジメントが行われている。 

研究の推進・活性化のためのマネジメントを実施する際の情報収集・現状把握等 体制図

○研究戦略委員会
委員長：研究担当理事・副学長
・学術研究の将来計画に関すること
・学術研究戦略に関する情報の収集
及び提供に関すること

・研究ＣＯＥプロジェクトの企画・調整・
支援に関すること

・リサーチコアの審査・評価に関する
こと

・教育研究プログラム及び研究拠点
形成プロジェクト（Ｐ＆Ｐ）の制度及
び審査・評価に関すること

・その他学術研究に関する重要事項
に関すること 等

平成１９年１０月１８日

○研究戦略企画室
室長：研究担当理事・副学長
・科学技術・学術審議会等の答
申等の分析

・政府の科学技術関係施策の
分析

・競争的研究資金獲得の支援
・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙＣＯＥﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申請
支援

・教員研究費獲得支援プランの
策定

・その他全学的な研究戦略に関
すること 等

九州大学高等研究機構 機構長：総長

○リサーチコア
（運営委員会）

○特定の大型研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
拠点

（総長直轄組織として運営）
・ﾕｰｻﾞｰｻｲｴﾝｽ機構
・若手研究者養成部門
・先端融合医療ﾚﾄﾞｯｸｽﾅﾋﾞ研究
拠点

・「個体恒常性を担う細胞運命
とその破綻」研究拠点
（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙＣＯＥﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

・「未来分子ｼｽﾃﾑ科学」研究
拠点 （ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙＣＯＥﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

○女性研究者支援室

○教育研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・研究拠点
形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（Ｐ＆Ｐ）

○科学研究費補助金、科学
技術振興調整費、各種助成
金等に係る研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

学内研究者

情報を参照
説明会等参加

◎研究戦略に係る各種情
報の収集・提供
・学内情報：研究者マップ、
科研費採択調書の閲覧

・学外情報：各種競争的
資金の公募情報 等

◎「大型研究費獲得に向
けたｾﾐﾅｰ」等各種説明
会開催

九 州 大 学

大型の競争的資金等獲得の
ための応募、学内研究ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ、研究組織等の構築

報告 等

◎研究戦略委員会開催時に
各種競争的資金への応募・獲
得・実施状況等について報告、
現状分析。各委員（部局長等）
からの助言等を研究戦略に反
映し、研究を推進・活性化。

機構長に推薦
のうえ設置
審査・評価

将来計画委員
会において

報告のうえ設置

要項により設置

競争的資金獲得のための応募

情
報
提
供

競争的資金獲得のための応募

情報収集・
現状分析

専門部会設置、
審査・評価

情報提供
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・教育研究プログラム・研究拠点形成プロジェクト（Ｐ＆Ｐ） 

・リサーチコア 

・研究スーパースター支援プログラム 

・２１世紀ＣＯＥプログラム 

 

ここでは、前回の意見交換後に開始された評価のうち、以下の研究プロジェクト等にかかる評

価について概説する。 

・次世代研究スーパースター養成プログラム（ＳＳＰ） 

・戦略的教育研究拠点（Ｑ－Ｓｔａｒｓ） 

 

４－１ 次世代研究スーパースター養成プログラムに関する評価（資料３参照） 

１）評価の目的 

本養成プログラムは、平成１８年度科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整

備促進」に採択され実施している事業である。テニュア・トラック制度を前提とした優秀な

若手研究者の育成策の確立と同時に、「新研究分野の開拓」、「既存の研究組織の改革」の推進

を目的とし、次世代研究スーパースターの輩出と大学全体の研究状況の活性化を目指してい

る。 

プログラム実施にあたり、学内において研究プロジェクトを公募し、また、国際公募によ

り学術研究員を採用しており、プロジェクトの採択や学術研究員の採用等のため、また、研

究プロジェクトへの助言等のための評価を実施している。 

 

２）評価組織 

評価は、研究戦略委員会において行われる。 

 

３）評価方法 

評価時期 

事前：プロジェクトの採択 

学術研究員の採用 

学術研究員の採択審査における人選・運営等 

中間：外部有識者委員による研究プロジェクトへの助言等（年１回） 

 

評価項目 

○プロジェクトの採択 

・若手研究者養成計画 

・新研究領域の開拓計画 

・研究組織の改革 

○学術研究員の採用 

・研究実績、研究レベル、研究計画（研究プロジェクトとの適合性）、プレゼンテーシ

ョン能力、研究者としての自立性と将来性等 
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○学術研究員の採択審査における人選・運営等 

・大学関係者との縁故によらない、国際公募の趣旨を活かした公平な審査 

・部局等における新分野開拓の趣旨に沿った人選 

・関係者による支配的干渉の影響を受けず、また、関係者に依存せずに自立的に研究

のできる人材の適切な選出 

・プロジェクト関係者の部局の組織改革を実行する意欲 

・本プログラムのテニュア・トラック制の導入や研究環境整備への有効性 

・本プログラムを推進していくために改善すべき点 

○外部有識者委員による研究プロジェクトへの助言等 

・学術研究員への研究環境面でのサポート 

・研究プロジェクト内での学術研究員の役割 

・関係部局の教員・学生と学術研究員との関係、支配的干渉の有無 

・研究プロジェクトにおける、研究組織改革への姿勢及び取組状況 

・研究プロジェクトにおける、新領域開拓への姿勢及び取組状況 

 

評価方法 

○プロジェクトの採択 

研究戦略委員会において、申請のあった研究プロジェクトについて書面審査及びヒ

アリングを実施し、３段階評価を行い、審査結果を総長に報告し決定する。 

○学術研究員の採用 

プロジェクト推進部局において行われた採用にかかる審査の結果を研究戦略委員会

において審議し決定する。 

○学術研究員の採用審査における人選・運営等 

プロジェクト推進部局において行われた採用にかかる審査の際に、外部有識者委員

から人選・運営等についての意見を聴取する。 

○外部有識者委員による研究プロジェクトへの助言等 

外部有識者委員会を開催するとともに、外部有識者委員によるプロジェクトの現地

視察、学術研究員への個人面談を行い、意見・助言等を行う。 

 

４）評価結果の活用 

優秀な若手研究者が、講座や他の研究者からの支配的干渉を受けることなく、自立的・独

創的研究に専念できる環境の整備、支援体制の構築を行うことに活用される。 

また、養成期間終了後、「研究業績」・「将来計画」・「自立性」・「国際性」等に基づいて学術

研究員に対する業績審査が行われ、優秀と認められれば、准教授として採用されることとな

るが、さらに業績優秀ならば、期間途中の准教授採用も可能となっている。 

 

５）特記事項 

平成１９年度からは、総長裁量経費による学術研究員の新規募集や新規プロジェクトも開

始され、プログラムの拡充を図っている。 
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４－２ 戦略的教育研究拠点（Ｑ－Ｓｔａｒｓ）に関する評価 

１）評価の目的 

九州大学は、世界最高水準の教育研究拠点（ＣＯＥ）を目指し、重点的に推進する戦略的

教育研究拠点として、総長のトップマネジメントにより、以下の５つの拠点を新設・拡充し

ている。 

・システムＬＳＩ研究センター 

・未来化学創造センター 

・バイオアーキテクチャーセンター 

・デジタルメディシン・イニシアティブ 

・アジア総合政策センター 

戦略的教育研究拠点は、戦略的・重点的な学内資源配分を行うとともに時限を付し、時限

到来後は、関係部局等の組織再編につなげることを目指しており、各拠点の将来構想に基づ

く組織再編構想及びその実現に向けた各年度の活動状況を把握するため、ヒアリング（活動

状況報告会）を行う。 

 

２）評価組織 

企画専門委員会、研究戦略委員会 

 

３）評価方法 

評価時期 

毎年、秋季の適切な時期 

 

評価項目 

① 事業計画及び進捗状況 

・実施体制の整備状況（人員配置を含む。） 

・事業計画（５年間分の年度計画） 

・進捗状況 

・今後の展望 

② 設置後の研究等の成果 

・研究活動における新たな学術的知見の創出及び特筆すべき内容 

・国内外への積極的な情報発信の状況（アウトリーチ活動） 

・人材育成の取組状況 

③ 社会貢献・国際貢献の状況 

④ 競争的資金等の外部資金の獲得状況 

⑤ 活動上の課題等 

 

方法 

ヒアリング（活動状況報告会）を毎年開催する。ヒアリングでは、各拠点から活動状
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況についての説明が行われた後、企画専門委員会及び研究戦略委員会による質疑応答が

行われる。 

ヒアリング終了後、委員は、「コメント表」により意見を提出し、提出されたコメント

は、総長へ報告されるとともに、各拠点へ通知される。 

なお、今後の活動の参考に資するよう、拠点関係者は、他の拠点の報告会にも出来る

限り参加することが求められている。 

 

４）評価結果の活用 

各拠点へ通知されたコメントに基づき、各拠点の将来構想に基づく組織再編構想及びその

実現並びに研究活性化を図るため、必要に応じて、企画専門委員会及び研究戦略委員会にお

いて助言等の支援方策を検討する。 

 

５）特記事項 

九州大学の学内共同教育研究施設等は、機能別に、①戦略的教育研究拠点、②大学の重点

戦略として行うもの、③教育・研究を支援するもの、④研究を先鋭的に推進するもの、⑤そ

の他全学業務として行うもの、という５つに分類されている。 

②～⑤については、「５年目評価、１０年以内組織見直し」制度の下、点検・評価を受けて

いるが、戦略的教育研究拠点については、総長のリーダーシップの下、人材等の先行投資を

行い、一定の期間内に成果を挙げ、大学の教育研究の一層の推進及び中核的拠点形成に資す

ることを期待されており、５年の時限を付した上で、他と異なる上記の評価システムを採用

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 内 共 同 教 育 研 究 施 設 等 の 類 型 に つ い て（平成１９年４月）

①戦略的教育研究拠点

○未来化学創造センター ④研究を先鋭的に推進するもの
◎システムＬＳＩ研究センター（拡充）
○バイオアーキテクチャーセンター ◎生物環境調節センター
○デジタルメディシン・イニシアティブ ◎熱帯農学研究センター

②重点戦略として行うもの ○アジア総合政策センター ◎システムＬＳＩ研究センター
◎宙空環境研究センター

高等教育機構 ◎超伝導システム科学研究センター
◎高等教育開発推進センター ③教育・研究を支援するもの ◎感性融合創造センター
（アドミッションセンター） ○電離気体実験施設

○教育改革企画支援室 ◎情報基盤研究開発センター ○水素利用技術研究センター
産学連携推進機構 ◎健康科学センター ○鉄鋼リサーチセンター

○知的財産本部 ◎医療系統合教育研究センター ○産業技術数理研究センター
◎産学連携センター ◎アイソトープ総合センター
○ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ ○放射線障害防止血液検査室

国際交流推進機構 ◎中央分析センター
◎韓国研究センター ○加速器・ビーム応用科学センター
◎留学生センター （量子線照射分析実験施設）
○国際交流推進室 ○超高圧電子顕微鏡室

高等研究機構 ○西部地区自然災害資料センター 今後の設置（要望）施設一覧
○研究戦略企画室 ○低温センター

◎総合研究博物館 ○生物多様性研究センター
○埋蔵文化財調査室 ○高次生命科学研究センター
○文書館（旧大学史料室） ○バイオメディカルリサーチセンター
○記録資料館 ○生体医工学研究センター

◎石炭研究資料センター ○アジア埋蔵文化財研究センター
○九州文化史資料室

⑤その他全学業務を行うもの

○新キャンパス計画推進室 ○特殊廃液処理施設
○新病院建設推進室 ○附属図書館研究開発室
○大学評価情報室 ○社会連携推進室
○安全衛生推進室 ○男女共同参画推進室

（注）◎は旧省令施設，○は学内措置を表すものである。
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５．その他特記事項 

 

５－１ 三位一体の改革（資料４参照） 

九州大学は、法人化にあたって、経営指針を「４－２－４アクションプラン」という形で総長

から全構成員に提示し、全学的な視点から、部局の自主的な組織改革や先進的あるいは特色ある

教育研究活動の取り組みについて、戦略的に支援している。 

また、「５年目評価、１０年以内組織見直し」制度との関連で、学内資源の一層の選択と集中を

行い、さまざまな活動を戦略的に展開してきた。 

こうした大学改革をさらに推し進めるためには、部局長のリーダーシップの下、各部局が明確

な将来構想に基づき積極的かつ自律的に改革していくことが重要であると考え、平成１９年度に、

「三位一体の改革」を行った。 

 

三位一体の改革 

「教員組織の柔軟な編制と手続きの簡素化」 → 機動的な教育研究の展開 

「人件費管理を重視した人員管理方式」 → 部局の裁量による柔軟な教員配置 

「一律単価による学内配分方式」 → 部局間格差の是正と部局の戦略に基づく予算配分 

 

５－２ ＱＵＥＳＴ－ＭＡＰ（資料５参照） 

九州大学は、九州大学が目指している「世界的教育研究拠点の形成」に向けた大学改革の全体

像を、バランス・スコアカードのフレームワークを利用して一目で分かるように示した「総見取

り図」＝ＱＵＥＳＴ－ＭＡＰを策定し、平成１９年５月から試行的運用を開始した。 

ＱＵＥＳＴ－ＭＡＰを用いて、将来構想・戦略・現状分析を学内外のステークホルダーの視点

も含めた４つの視点から捉えなおすことによって、①各種構想や計画の俯瞰、②構成員間の情報

共有・コミュニケーションの促進と外部への情報発信、③計画・組織改革の着実な実行を目指す。 

なお、各部局においては、構成員一人一人が力を発揮できる実効性の高い将来構想や戦略作り

にＱＵＥＳＴ－ＭＡＰが活用される方針としており、大学としては、中期計画をベースに優先度

の高いものから整理しなおす方法で作成し、次期中期計画の策定にも活用される方針としている。 

 

５－３ 外部資金獲得のためのインセンティブ 

九州大学は、外部資金獲得を積極的に推進するため、以下の制度を定めている。 

・研究・産学官連携活動表彰 

研究又は産学官連携活動に関し、全学の研究の活性化と財務上の貢献が特に顕著な教員を

表彰し、科学研究費補助金等の獲得額に応じた報奨金を支給する。 

・教員の研究時間の確保に関する支援 

競争的外部資金等による大型プロジェクト研究を推進する教員に対し、当該プロジェクト

に専念できる研究時間を確保するため、研究以外の一部の業務を免除し、より優れた成果が

出るように支援する。 

・科学研究費補助金応募状況等による教育研究基盤校費の傾斜配分 

各部局に所属する教員の科学研究費補助金への応募率や、教員一人あたりの採択率に応じ
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て、各部局への教育研究基盤校費の配分を増減させている。 

また、高額な補助金を獲得した教員個人に対し、１人１件に限り大学運営経費１００万円

を支援している。 

 

 

６．部局で実施されているマネジメント・評価 

 

九州大学では、各部局においてＱＵＥＳＴ－ＭＡＰが策定され、各部局の将来構想や戦略作り

が行われるとともに、それにしたがい、現状の評価・分析とマネジメントが行われている。 

ここでは、生体防御医学研究所における評価・マネジメントについて概説する。 

 

６－１ 生体防御医学研究所におけるマネジメント 

生体防御医学研究所では、九州大学に設置された附置研究所として、学術コミュニティにおけ

る附置研としての存在意義を高めることを戦略として掲げ、そのための重要成功要因として、①

世界トップレベルの国際研究拠点となること、②全国及び九州における大学間連携の中で個性化

を図ることを挙げている。 

マネジメントは、教授会をはじめ、運営協議会や所長・センター長・研究部門長会議等により

行われている。研究所であり、所属する教員も比較的少数であることから、教授会等における意

思決定が迅速・機能的に行われている。 

具体的なマネジメントとして、①人材の高度化・流動化（全教員の任期制化、国内外からの登

用の推進等）、②若手教員・特定領域分野・重点領域分野への研究スペース配分（公募スペースの

確保等）、③予算の重点配分を行っている。 

 

６－２ 生体防御医学研究所における評価 

生体防御医学研究所では、上記のトップレベル拠点化及び個性化を目指し、研究、社会貢献・

国際貢献及び教育の３つの視点について、戦略目標、重要成功要因、アクションプラン等を策定

し、教員と研究所の活動について評価を行っている。 

具体的な評価方法としては、まず、毎年の活動状況を年報にまとめるとともに、データベース

化する。データベース化の際には、上記の３つの視点毎に定量的な項目（教員一人当たりの論文

数、論文引用回数、共同研究数、セミナーの開催、大学院生を含めた合同研究発表会の開催等）

を評価指標として設定している。これを基に、所長・センター長・研究部門長等会議において評

価する。 

評価結果の活用として、評価結果を基にした人事や予算の配分を行っている。特に、研究の推

進のために、大学の三位一体改革に合わせた人材、施設及び財務の３つの視点からのマネジメン

トを行っている。 

なお、人材、施設及び財務の３つの視点についても、戦略目標やアクションプラン等を策定し

て取り組んでいる。 
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７．文部科学省研究開発評価推進検討会委員からのコメント 

 

平成１９年１０月１８日に九州大学のマネジメント及び評価担当者との意見交換を実施し、九

州大学におけるマネジメント及び評価活動を確認した。 

意見交換には、研究開発評価推進検討会委員である伊地知寛博氏（成城大学社会イノベーショ

ン学部教授）及び内田理之氏（理化学研究所筑波研究所安全管理室調査役）に同席いただいた。

後日、両委員から、下記のコメントが寄せられた。 

 

１）大学全体について 

区   分 コ  メ  ン  ト 

マネジメントについ

て 
○ 九州大学教育憲章及び九州大学学術憲章を策定しており、大学経営理念の骨

格としている。できれば、これらの憲章に基づく、より具体的な目標提示等が

行われれば、各部局なども対応しやすいものと思われる。 

○ 研究開発活動においては学外のメンバーを含む研究戦略委員会がマネジメン

トの中核組織となっており、研究資源の再配分をはじめとする柔軟かつ戦略的

な研究マネジメントが実施されている。 

○ マネジメントに当たっては、学内において可能な限り客観的な評価・現状把

握を行っている。 

○ 大学院を教育組織としての「学府」と教員の所属する「研究院」とに分離し、

学府・研究院・学部の間で柔軟な人事配置を可能とするなど、プランニングに

対して柔軟にアクションを遂行するための体制の確保にも力が注がれている。
（注：「学府・研究院制度」については、平成１６年度実例集に記載） 

マネジメントに

必要な情報収集 
○ 教員をメンバーとする研究戦略企画室が現状把握を担当し、研究戦略委員会

に情報を送っている。 

○ 全学的な大学評価情報システムが整備されており、各教員等のアクティビテ

ィの掌握に使用されている。 

 

マネジメントの

プロセス 
○ 研究戦略企画室を含む高等研究機構の設置と運営についても、他大学にとっ

て参考になる取り組みであるといえよう。特に、他大学にとっては、単に組織・

運営を参照する、言い換えれば形式的に類似の組織を設置するというのではな

く、従前と今後の取り組みの展開を見通した上で、マネジメントの進展に合わ

せて組織の新設・改廃・統合等が行われていることが参考となるのではないか

と考えられる。高等研究機構の場合は、大学における一連の検討の中で、とき

に応じて、組織の改編が行われてきている。 

○ Collegial な経営ではなく、managerial な経営が強く志向されており、総長

及び研究戦略委員会が文字通り headquarter として機能している。 

○ 総長や各部局長に裁量経費を配分するなど、各種の戦略的な重み付けを実施

するための基礎が整備されている。 

○ 公募型のプロジェクトが多彩に用意されており、課題の採択や人材登用を研

究戦略委員会が戦略的に実施している。 
評価活動について ○ 広義での点検・評価対象が、研究に限らず、運営、機関（組織）、教育等も含

められており、しかもこれらが相互に連関している点は、九州大学の特徴であ

ろう。 

さらに、学内だけに留まらず、いわゆる「外部評価」にあたる学外有識者等

からの点検や意見等を受けて、事業等を自律的に運営しようとしている点も、

他大学にとっても参考になるものと思われる。 

評価活動については、おそらく自他ともに認められるほど、もっとも積極的

に推進している機関の一つであるといえよう。 

○ 研究戦略委員会が課題選択を行う際の客観性を担保するため、学外メンバー

が当該委員会に所属している。 

○ 総長が学外有識者の意見を聞くための総長諮問会議も整備されている。 
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○ 総じて評価活動が効果的にマネジメントに反映されているものと認められ

る。 

○ 機関評価のレベルでは、国立大学法人評価、認証評価を前提とした自己点検

評価に重点項目を盛り込むなどの工夫が見られるが、これに加えて、国際的な

視点に基づく独自の機関評価（外部評価）への取り組みに期待したい。 
内部における研

究評価活動の実

施状況 

○ 上述のとおり、たいへん積極的に、多様な局面において実施されている。 

○ 学内組織は５年目に評価、１０年以内組織見直しという原則を持っており、

絶えず理想的な体制への変革を志向している。 

○ 学内のアクティビティに関して可能な限り客観化（数値化）を実施して評価

の基礎としている。 

 

学外競争的資金

との関わり 
○ ＣＯＥプログラム等の大学が機関として応募する研究課題を事前に育成・選

考していくために、その準備を進めるための制度と、その中での評価が行われ

ている。 

○ マッチングファンドを準備するなど、外部資金獲得を奨励する制度を積極的

に取り入れている。 

○ 研究戦略委員会において外部資金の獲得状況が分析され、戦略立案に反映さ

れている。 
マネジメントと評価

との関係 
○ 九州大学における種々の評価活動の実施は、マネジメントの推進と大きく関

連していることが窺える。これらの活動に影響を与えている外的要因となって

いるのが、（中期計画予算における国立大学運営費交付金の算定方式における毎

年１％減とされている効率化係数の設定に伴う）運営費交付金の長期的減少が

見込まれていることで、その中で、現行の組織体制を維持していくことが困難

であることが認識されている。 

そこで、九州大学においては、現在、部局の自主性・自律性の尊重と裁量の

拡大を目指して「三位一体の改革」が実施されており、この改革方針のもとで、

学内における研究の評価やマネジメントも実施されている。（注：詳細は本文に記載）

また、教育組織と研究組織とを分離した「学府・研究院制度」は、九州大学

における大学全体の組織構成の特徴となっている。 

九州大学において、マネジメントと評価との関係について見ていく際には、

この組織制度を理解し、さらに、この制度のもとで、研究だけでなく、教育を

含む大学が果たす機能が全体として一貫して果たされているかどうかについて

配慮していくことが重要であると思われる。 

○ 評価においては、とくに研究面が重視され、人事においても研究活動が重視

されているように窺えるが、長期的に見た場合、とくに、学部教育についても、

全体としてのインテグリティが保たれているかどうか（教育プログラムがそれ

を担うに相応しい教員によって担当されているかどうか）についても、継続的

にモニタリングされると良いのではないかと思われる。 

○ 「次世代研究スーパースター養成プログラム(ＳＳＰ)」（科学技術振興調整費

ならびに学内総長裁量経費）の実施や、科学研究費補助金の申請における若手

研究(Ｓ)への応募状況と研究組織・人事システムとの関連の分析など、新たな

研究教育領域の開拓、旧来の研究組織・人事システム（講座制）の改革とあわ

せて、若手研究者の育成を大学として積極的に図っていることが、一つの特徴

であるといえよう。 

○ 「研究スーパースター支援プログラム」事業では、研究の実績と活動状況の

高い教員に予算を重点的に投下して、研究時間の拡充を図るために、教育活動

を補助・代替する特任助教や非常勤講師の雇用等の経費に充当している。（一般

的には、このような方法は組織全体として研究を促進する有効な方策であると

認識されているが、研究活動を中心とする教員について、その教育活動を補う

ために非常勤教員等を充てるには、大学に相応しい教員陣となるよう配慮が必

要であろう。） 

○ マネジメント（意思決定とアクション）のための評価活動であるとの意識が

大変強い。 

○ 原則として評価結果がインセンティブに結びつくよう計画されているので、
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いわゆる「評価疲れ」を起こしにくい構造である。 

２）部局（生体防御医学研究所）について 

区   分 コ  メ  ン  ト 

マネジメントについて ○ 部局長に裁量経費が配分されるなど、大学本部としては managerial

な運営を期待しているようであるが、訪問した部局では合意に基づく

collegial な運営を主体としていた。 

○ 同種の課題を対象とする学外組織との差別化が当面のマネジメント上

の課題と思われる。「九州における研究コア」という地理的な要因に加え、

その部局特有のミッションをより明確に学外に提示し、プレゼンスを獲

得することに期待したい。 
マネジメントに必要な

情報収集 
○ 訪問した部局では、全学的な大学評価情報システムとは別に、詳細な

研究年報を作成し、論文の被引用回数や掲載誌のインパクトファクタに

ついて調べるなど現状把握に対する意欲は高い。 

 

マネジメントのプロセ

ス 
○ 新規課題の選択については、基本的に教員の退職をきっかけとしてそ

の後任人事を考える際議論されるようである。訪問した部局では部局内

での合意を基本としていた。 

○ 課題の重点化については、教官の重点的な配置によって対応している。

訪問した部局ではこの判断も collegial な運営に基づいていた。 
評価活動について ○ 各部局とも「５年目評価、１０年以内組織見直し」という全学的な方

針に基づき、自己点検・評価の意識は高いと思われる。 

○ 訪問した部局では、国内の同種の組織のひとつをベストプラクティス

と認識しており、相対的に自らのポジションについて、外部資金獲得額

等を指標として評価するなどしている。 

○ 国際的なプレゼンスを獲得するためにも、国際的な外部評価への積極

的な取り組みを期待したい。 
内部における研究評価

活動の実施状況 
○ 訪問した部局における評価活動は、本部主導で行われる自己点検・評

価を主としている。 

 

学外競争的資金との関

わり 
○ 本部はマッチングファンドを準備して外部資金の獲得を奨励している

が、本部と部局では手法について若干温度差があるように感じられた。
マネジメントと評価との関

係 
○ 次期中期計画において、従来どおり、大学附置研究所として存続する

ことを目標として、研究、社会貢献／国際貢献、教育、人材、施設、財

務について、それぞれの目標と活動方針（アクション・プラン）を掲げ、

評価指標を設定している。このようなことが実施されている背景には、

大学全体に対する外的要因のもとで、学内における、「三位一体の改革」、

ならびに、「５年目評価、１０年以内組織見直し制度」がある。 

○ 研究等の成果を挙げてきており、またこれまでにも組織改編を行って

きているという経緯を有する附置研究所であるという特性による部分が

大きいかもしれないが、大学内での支援も得られ、また部局内において

も、全体として教員の理解が得られて、種々のマネジメントや評価が順

調に進められているという印象を受けた。おそらく、長期的に見ても、

部局が一体となって、どの教員であったとしてもリーダーシップを発揮

できるような環境にあるのではないかと推察される。 

○ 訪問した部局については、部局としての独立したマネジメントへの志

向が強く、現状把握についての意識は高いが、合意に基づく運営を基本

としているため、評価（特に外部評価）をマネジメントに迅速に反映す

るのにはやや難しい環境にあるように思われた。組織改革に対するスピ

ード感は、本部とは異なるものを持っている。 

３）その他のコメント 

○ 大学本部に組織改革に対する高い意識とスピード感が認められる。評価は、現場に対して改革を

促すためのツールとして最大限活用されている。また、迅速な組織改革を実施するための柔軟な組

織運営についても配慮されている。マネジメントと評価活動の融合の好例と思われる。ただし、部

局によっては本部の求める改革のスピードへの対応に苦慮しているようにも思われた。本部は、よ
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り具体的な経営重点項目を各部局に提示するなどの方策をとることで、本部の意向がより分かりや

すい形で部局へ伝わるのではないかと思われる。 

○ さらなる発展を目指すため、国際的な外部評価への取り組みに期待したい。全学レベルにおいて

も部局レベルにおいても、学外からの客観的な視点に基づく評価、提言がやや不足しているように

感じられる。このため、学内で行われている改革への取り組みが、大学外になかなか見えていない

ように思われる。たとえば、大学の方針としてアジア志向の国際化を標榜しているが、その努力に

ついては海外（特にアジア）から評価されてこそ意味を成すのではないだろうか。 
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資料１ 
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資料２ 

 

九州大学高等研究機構規則 
 

 

平成１６年度九大規則第５７号 

施  行：平成１６年 ４月 １日 

最終改正：平成１９年 ７月２０日 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、九州大学学則（平成１６年度九大規則第１号。以下「学則」という。）第１５条

第３項の規定に基づき、高等研究機構（以下「機構」という。）の構成その他必要な事項を定めるも

のとする。 

 （機構） 

第２条 機構は、次に掲げる委員会等をもって構成する。 

 (1) 研究戦略委員会 

 (2) 研究戦略企画室 

２ 機構に機構長を置き、総長をもって充てる。 

３ 機構長は、学則第１５条第２項に機構の目的として規定する事項を総括する。 

 （リサーチコア） 

第３条 機構に、ＣＯＥ形成に相応しい研究グループとして、リサーチコアを置く。 

２ リサーチコアの認定の手続、基準等は、別に定める。 

 （大型研究プロジェクトの拠点） 

第４条 機構に、競争的資金による特定の大型研究プロジェクトの拠点（以下「拠点」という。）を置

く。 

２ 拠点は、大型研究プロジェクトの実施に当たり、その実効性、迅速性及び柔軟性を確保するため、

総長の直轄とする。 

３ 機構に置く拠点及び拠点の設置要件等は、別に定める。 

 （事務） 

第５条 機構の運営に関する事務は、企画部研究戦略課及び企画課において処理する。 

 （補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、機構の運営等に関し必要な事項は、将来計画委員会の議を経

て、機構長が定める。 

   附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年度九大規則第２４５号） 

 この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年度九大規則第８号） 

 この規則は、平成１９年７月２０日から施行し、平成１９年７月２日から適用する。 
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資料３ 

 

九州大学次世代研究スーパースター養成プログラム実施要項 
 

 

平成１８年７月１４日 

総  長  裁  定 

 

（趣旨） 

第１ この要項は、九州大学（以下「本学」という。）における次世代研究スーパースター養成プロ

グラム（以下「養成プログラム」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。                   

 

（目的） 

第２ 養成プログラムは、優れた若手研究者の育成及び本学の研究の活性化を推進することを目的と

する。 

 

（養成プログラムの実施） 

第３ 養成プログラムは、次に掲げる観点をもって、研究戦略委員会の審査を経て決定された、研究

プロジェクト（別表）により実施する。 

（１）若手研究者の育成 

   若手研究者を公募により採用し、研究環境、将来の准教授ポストの確保等の支援を行い、若手

研究者が他の研究者からの干渉を受けずに自立して研究に専念し独創的な成果を上げる機会を与

えること。 

（２）新分野の開拓 

   若手研究者がその独創性を存分に発揮できる研究プロジェクトを実施し、本学において更に強

化すべき研究分野の拡充、あるいは本学が取り組むべき新分野の開拓を行うこと。 

（３）研究組織の改革 

 研究プロジェクトにおける人材育成及び研究活動状況等を検証し、研究組織改革の推進に資す

ること。 

 

（経費） 

第４ 養成プログラムは、次の事業経費をもって実施する。 

（１）文部科学省科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」 

による委託事業（平成１８～２２年度） 

（２）本学経費による事業（平成１９～２３年度） 

 

（ＳＳＰ学術研究員の選考等） 

第５ 養成プログラムに参画する若手研究者の選考は、国際公募の上、研究プロジェクト実施部局の

審査を経て、研究戦略委員会が行う。 

２ 選考された若手研究者を、スーパースタープログラム学術研究員（以下「ＳＳＰ学術研究員」と

いう。）と称し、研究プロジェクト実施部局の教授会の議に基づき特任助教授の称号を付与する。 

３ ＳＳＰ学術研究員は、研究プロジェクトの研究業務に従事する。 

４ ＳＳＰ学術研究員の処遇は、本学の就業通則、有期契約職員就業規則及び有期契約職員給与規程

等の関係規定によるものとする。 

５ ＳＳＰ学術研究員に係る勤務時間管理及び経理等に係る事務は、研究プロジェクト実施部局にお

いて行う。 

 

（若手研究者養成部門） 

第６ ＳＳＰ学術研究員の育成を図るとともに、その自立性を確保するため、高等研究機構に若手研

究者養成部門（以下「養成部門」という。）を置く。 

２ ＳＳＰ学術研究員は、養成部門に所属する。ただし、研究活動及び成果の発表等においては、研

究プロジェクト実施部局名を使用することができる。 

３ 養成部門に、部門長を置き、研究戦略企画室副室長をもって充てる。 
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４ 部門長は、養成部門の業務を掌理する。 

５ 養成部門の組織及び運営に関し必要な事項は、研究戦略委員会の議を経て、部門長が定める。 

 

（外部有識者委員会） 

第７ ＳＳＰ学術研究員の研究活動等について検証等を行うため、学外の有識者及び研究プロジェク

ト実施部局以外の学内有識者からなる外部有識者委員会を置く。 

２ 外部有識者委員会は、次に掲げる事項について、評価・助言を行う。 

（１）ＳＳＰ学術研究員の選考に関すること。 

（２）ＳＳＰ学術研究員への研究活動に関すること。 

（３）ＳＳＰ学術研究員の自立した研究環境の整備状況に関すること。 

（４）ＳＳＰ学術研究員の研究業績に関すること。 

（５）その他養成プログラム全般に関すること。 

 

（若手研究者支援室） 

第８ 養成プログラムの支援を行うため、研究戦略課に若手研究者支援室（以下「支援室」という。）

を置く。 

２ 支援室は、研究戦略課長、課長補佐（研究戦略担当）、研究企画係長、研究企画係員をもって構

成する。 

３ 支援室長は研究戦略課長をもって充て、支援室の業務を掌理する。 

４ 支援室は、研究戦略企画室と連携して業務を処理する。 

５ 支援室は次に掲げる事務を行う。 

（１）養成プログラムの運営に関すること。 

（２）ＳＳＰ学術研究員の公募等の手続に関すること。      

（３）研究プロジェクトの定期的な進捗状況の確認に関すること。 

（４）研究プロジェクト実施部局との連絡・調整に関すること。 

（５）外部有識者委員会に関すること。 

（６）その他養成プログラムの支援に関すること。 

 

（その他） 

第９ この要項に定めるもののほか、必要な事項は、研究戦略委員会が別に定める。 

 

（実施） 

第 10 この要項は、平成 18 年７月 14 日から実施する。 
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資料４ 
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資料５ 
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